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１．便益算定や費用便益の数値の考え方１．便益算定や費用便益の数値の考え方 ①①

【資料２－２－② p.1 より】

今回実施した費用対効果分析に用いた前提条件は以下のとおりです。

←需要推計1：約27ha開園

←需要推計2：約106ha開園

←需要推計3：約156ha開園

←需要推計4：約256ha開園

開園による便益の増加考慮し４つの
時点で需要推計を計測（資料２－１－
①p.21及びp.22で説明）

「全事業において当面4%を適用す

る。」*1

「耐用年数等を考慮して定める。」 *1

公園事業では50年間を適用している。

「評価を実施する年度とする。」*1

*1：「公共事業評価の費用便益分析に関
する技術指針（平成21年6月）」より
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便益（Ｂ） 費用（Ｃ）

【資料２－２－② p.100 より】

便益を算出する際に用いた数値は以下のとおりです。

需要推計2→

分
析
対
象
期
間:

供
用
開
始
後
５
０
年
間
（平
成
１
６
年
度
～
平
成
６
５
年
度
）

600億円 806億円

【直接利用価値】
資料２－２－① p.21

において説明

事業評価期間後に残存価値を控除する額

需要推計1→

需要推計3→

需要推計4→

基準年

【間接利用価値】
資料２－２－① p.22

において説明
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【今後の整備費】
資料２－２－① p.25
において説明
［3570≒約36億円］

現在価格 現在価値 現在価格 現在価値

１．便益算定や費用便益の数値の考え方１．便益算定や費用便益の数値の考え方 ②②

平成27年度以降

は変化しないも
のとして算出

合計 101,448

101,448
156,478

1.54

合計 156,478
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環境価値 防災価値 計

需要推計１ 平成16年度 384 811 1,195

需要推計２ 平成21年度 567 778 1,345

需要推計３ 平成25年度 656 752 1,408

需要推計４ 平成27年度 987 618 1,605

評価年度
便益額（百万円）

ゾーン単年度便益額（環境）＝ ゾーン単年度便益額（全体）× 
世帯単年度便益額(環境) 

世帯単年度便益額(環境)＋世帯単年度便益額(防災)
ゾーン単年度便益額（防災）＝ ゾーン単年度便益額（全体）× 

個々の世帯の月間便益額(防災) 

世帯単年度便益額(環境)＋世帯単年度便益額(防災)

 

ゾーン単年度便益額（全体）＝ 個々の世帯の単年度便益額（全体）× ゾーン世帯数 

・ゾーン全体の単年度便益額の算出

（間接利用価値の評価フロー）

項目 例

緑地
樹林地・草地（芝生広場等、広場として利用可能なものは除く）
庭園・花壇・水面（湖沼・池・滝・流れ）

広場
広場（多目的広場・芝生広場等）
グラウンド（陸上競技場・サッカー場・ラグビー場・野球場等）

●既存公園(対象・競合公園)の調査

緑地・広場面積及び防災拠点機能の有無について調査
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●単年度便益の算出
需要関数を用いて旅行

費用と需要の関係を表す
需要曲線を作成し、便益
を算出

評価年度 便益額（百万円）

需要推計１ H16年度 4,167 

需要推計２ H21年度 4,257 

需要推計３ H25年度 4,263 

需要推計４ H27年度 4,292 

便益額の算出

の推計 設等の立ち寄りなし」回答者数／回答者総数 を用いた予測値

 需要の推計条件 

需要推計１ （平成 16 年）第 1 ステージ供用開始時（堀金・穂高地区開園） 

需要推計２ （平成 21 年）第 2 ステージ供用開始時（大町・松川地区開園） 

需要推計３ （平成 25 年）第 3 ステージ供用開始時（堀金・穂高地区、大町・松川地区 

                   一部供用） 

需要推計４ （平成 27 年）第 4 ステージ供用開始時（堀金・穂高地区、大町・松川地区 

                   全体供用） 

１．便益算定や費用便益の数値の考え方１．便益算定や費用便益の数値の考え方 ③③

【間接利用価値の計測（資料２－２－① p.22 ）】

【直接利用価値の需要推計（資料２－２－① p.21）】

資料２－２－① p.21及びp.22 の便益額について

は、開園により便益額が増加する変化点における
単年度の便益額（現在価格）の算出結果を示した
ものです。

【資料２－２－② p.100 より】

【資料２－２－② p.100 より】

資料２－２－① p.23 の額については、便益額及び費用を現在価値に換算した額を示した

ものです。

【資料２－２－① p.23 より】

総便益（Ｂ） １５６，４７８百万円

直接利用価値 １１５，９８６百万円

間接利用価値（環境） ２１，９４７百万円

間接利用価値（防災） １８，５４６百万円

費用（Ｃ） １０１，４４８百万円

用地費 ３６，４９９百万円

施設費 ４４，０９２百万円

維持管理費 ２０，８５７百万円

費用便益比（Ｂ／Ｃ） １．５４

費用便益比
の算定
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算出の考え方のイメージ

２．需要推計人数の考え方２．需要推計人数の考え方

・今回のＢ／Ｃ算出にあたり、公園利用者数の推計は行っていません。

・Ｂ／Ｃの算出過程において、直接利用価値の便益額計測で「需要推計」として年間公園需要（1年

間に対象公園を利用する人数）を算出しています。

○ 直接利用価値の便益額（公園の供用形態毎に算出）
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（※改訂第２版「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」より）

公園の魅力値（人/日）

施設規模
（m2等）

単位時間あたり容量
（人／m2）

×
滞留時間
（サイクル）

×

旅行費用（円）

平均移動費用 平均利用料金+

：一人あたり公園利用回数
（対象＋競合）

需要推計人数 便益額× ＝公園までの旅行費用

一人あたり公園利用回数 ：対象公園及び競合公園の効用
と人口密度を用いた関数により
算出されるもの。

：ゾーンA内の公園利用回数 × ＝ 「アルプスあづみの公園」の利用回数公園利用選択率

bb公園の効用公園の効用

ゾーンゾーンAA

公
園

利
用

選
択

率
公園利用選択率

公
園
利
用
選
択
率

アルプスあづみの公園アルプスあづみの公園
の効用の効用

aa公園の効用公園の効用

≪対象公園≫≪対象公園≫

≪競合公園≫≪競合公園≫

≪競合公園≫≪競合公園≫

bb公園の効用公園の効用bb公園の効用公園の効用bb公園の効用公園の効用

ゾーンゾーンAA

公
園

利
用

選
択

率
公園利用選択率

公
園
利
用
選
択
率

アルプスあづみの公園アルプスあづみの公園
の効用の効用

アルプスあづみの公園アルプスあづみの公園
の効用の効用

aa公園の効用公園の効用aa公園の効用公園の効用

≪対象公園≫≪対象公園≫

≪競合公園≫≪競合公園≫

≪競合公園≫≪競合公園≫

ゾーンA内に住む者の公園利用選択率を算出

：ゾーンA内の公園利用回数 ＝ ：一人あたり公園利用回数 × ゾーンA内の人口

評価年度 需要推計人数 便益額
（百万円）

ゾーン内
人口※

12.1万人 4,167 

4,257

4,263 

4,292 

12.8万人

40,591千人

41,286千人

41,439千人12.9万人

13.2万人 41,466千人

需要推計１ H16年度（堀金・穂高地区開園）

需要推計２ H21年度（大町・松川地区開園）

需要推計３ H25年度（一部ゾーン拡張開園）

需要推計４ H27年度（全体供用）

※ ゾーン内人口：誘致圏域内の228ゾーンを対象 （資料２－２－② p.4～15を参照）
出典：都県統計資料（平成16年度）、平成17年度国勢調査

『日本の都道府県別将来推計人口』（平成19年5月推計）国立社会保障・人口問題研究所
『日本の市区町村別将来推計人口』（平成20年12月推計）国立社会保障・人口問題研究所

・公園利用者数（実績）は、H16年度が188,263人*1、H21年度が441,129人*2（一部見込み含む）であり、いずれも
今回推計した「需要推計人数」より上回っている。（同数値を用いて便益額を算出した際は、今回の便益額より
も大きくなる）

・今回の「需要推計人数」の設定においては、便益が過大とならないよう、対象公園を主目的とし、かつ日帰り
利用とする補正値を用いて推計している。

（*1： H16.7～H17.3（9ヶ月）の実績 *2：H21.4～Ｈ21.11の実績＋H21.12～H22.3の見込み）

公
園
の
効
用
を
数
値
化

（参考） 公園利用者数（実績）と需要推計人数について



UFM（効用関数

法）により算出

TCM（旅行費用

法）により算出

・今回の便益算出にあたっては、ＴＣＭにより直接利用価値を算出し、UFMにより間接利用価

値を算出しています。
・この二つの価値については、下表のとおりであり、重複する内容のものではありません。
・土地の取得による永続性の担保及び継続的な管理が行われることにより、環境や景観の価

値が生じることから間接利用価値として算出しているものです。
・なお、他の大規模公園（国営公園等）においても同様の評価方法としています。

３．間接利用価値について３．間接利用価値について

（※改訂第２版「大規模公園費用対効果分析手法マニュアルより）

293.1

111.9

74.7

16.5

緑地
(ha)

公園施設面積

8.3

8.3

7.0

3.3

広場
(ha)

計防災価値環境価値

987

656 

567

384

便益額（百万円）

618

752

778

811

1,605

1,408

1,345

1,195

186,070世帯

185,794世帯

184,643世帯

180,420世帯

ゾーン内
世帯数

評価年度

需要推計１ H16年度

需要推計２ H21年度

需要推計３ H25年度

需要推計４ H27年度

○ 間接利用価値の便益額

※ゾーン内世帯数：40km圏内の6ゾーンを対象 （資料２－２－② p.4～15を参照）
出典：都県統計資料（平成16年度）、平成17年度国勢調査

『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）』（平成17年8月推計）国立社会保障・人口問題研究所
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価値分類 意味 機能 価値の種類（例）

利用
価値

直接利用価値

直接的に公
園を利用す
ることによっ
て 生 じ る 価
値

健 康 ・ レ ク
リ エ ー シ ョ
ン 空 間 の
提供

健康促進

心理的な潤いの提供

レクリエーションの場の提供

文化的活動の基礎

教育の場の提供

間接利用価値

間接的に公
園を利用す
ることによっ
て 生 じ る 価
値

都 市 環 境
維持・改善

緑地の保存

動植物の生息・生育環境の保存

ヒートアイランド現象の緩和

気候緩和

二酸化炭素の吸収

騒音軽減

森林の管理・保全、荒廃の防止

都市景観
季節感を享受できる景観の提供

都市形態規制

都市防災

洪水調整

地下水涵養

災害応急対策の確保（貯水槽、トイレ等）

強固な地盤の提供

火災延焼防止・遅延

暴風・防潮機能

災害時の避難地確保

災害時の救援活動の場の提供

復旧・復興の拠点確保

オプション価値 現在は利用しないが、将来の利用を担保することによって生じる価値

非利用
価値

存在価値 公園が存在すること自体に喜びを見いだす価値

遺贈価値 将来世代に残す（将来世代の利用を担保する）ことによって生じる価値

：今回の計測対象外

【参考】 直接利用価値のみをＢとした場合のB/C
(直接利用価値)115,986百万円 ÷ (費用)101,448百万円 ＝ 1.14

・主に「環境」は緑地面積、「防災」は広場面積により算出しているため、開園面積が増えると
全体の便益額が増えるが、開園する面積の内容によりその効用に違いが生じています。
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